
令 和 元 年 6月 18日

審査請求人

有限会社 ムラキ

代表者  取締役  村木 智義 様
上記代理人    熊本 一規 様
同   弁護士 樋渡 俊一 様
同   弁護士 岩崎 真 弓 様

総括審理員 原   弘樹
審理員 長谷川 知子

再弁 明書 の送付 につ い て

審査請求人が提起 した業務停止処分の取消 しを求める審査請求 (30
総総法査第 1089号 )に 対 し、処分庁である東京都知事か ら再弁明書
が提 出されたので、その副本 を送付 します。

この再弁明書 に対 しては、再反論書 を提 出す ることができます。再反

論 書 は、 下記 提 出先 に 、令 和 元 年 7月 23日 まで に、 2通 提 出 して く
だ さい。

(提 出先 )

〒 163-8001

新宿 区西新宿 二丁 目 8番 1号

東京都総務局総務部法務課



弁

畿勝

明  書
31中洲管第 393号
令和元年 6月 14日

統括審理員 原   弘樹 殿
審理員 長谷川 知子 殿

処 分 庁
東京都知事 小池 百合

審査請求人有限会社ムラキ (以下「請求人」という。)の令和元年 5月 7日付の反論書
(以下「反論書」という。)に対し、必要な範囲で、以下のとおり認否・反論する。略語
等は、処分庁弁明書における従前の例による。

【反論書への認否等】

第 1 「本件処分に至る経緯」に関する認否
1 「(1)平成 30年 6月 21日」 (反論書 10頁 )について
営業権組合が、都に対し公開質問状を提出したことは認め、その余は不知ないし否認す

る。

平成 30年 6月 21日 の公開質問状に対しては、同年 9月 21日 、都の見解を回頭で営
業権組合に直接説明している。

2 「(2)平成30年 8月 20日 築地市場閉場説明会」 (反論書 11頁)について
請求人が8月 20日 の築地市場閉場説明会に出席したことは認め、その余は否認する。

築地市場閉場説明会では、原状回復義務について、説明資料に基づいて都担当者が説

明会出席者全員に丁寧に説明を行つた。また、当日は閉場説明会終了後、同一場所で「引

越説明会」力`あったため、その場での質疑時間は設定せず、別会場にて受け付けること

とした。別会場では項目毎にブースの設置及び都職員を配置し、市場業者の個別事情を

踏まえた相談にも丁寧に対応できる態勢を整えた。さらに、説明資料にはすべて電話番

号等連絡先が記載されており、質問する機会は説明会後もあり、請求人の主張は事実に

反する。

3 「(3)店舗来訪」 (反論書 11頁)について
都担当者が、「築地市場閉場に伴 う市場施設の返還における造作等の原状回復免除及

び権利放棄に関する申請書」(以下「申請書」という。)の提出を催促するなどのために、

平成 30年 9月 13日 及び同年 10月 6日 に請求人 (ム ラキ)の店舗を、平成 30年 9
月 11日及び同年 10月 2日 に別審査請求人 (杉原水産)の店舗を個別に訪問したこと

は認め、その余は不知ないし否認する。
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この訪間は、申請書提出を催促するとともに、申請書の提出がないと、市場施設の原

状回復を使用者の費用と責任で行 う必要がある旨を説明するために行つたものであり、

請求人の主張するような公開質問状に回答するためのものではない。

4 「(4)平成30年 9月 21日 の処分庁と営業権組合員らとの話合い」 (反論書 12頁 )
について

都担当者が、平成 30年 9月 21日 、公開質問状に対する都の見解を口頭で営業権組
合に直接説明したことは認め、その余は否認する。

当日は以下の点を説明している。

・築地市場は、都民に生鮮食料品を安定的に供給するという行政目的を果たすために、

都が設置している中央卸売市場であり、仲卸業者への市場施設の使用許可は、こう

した行政目的の範囲内で行つているものであること

・築地市場から豊洲市場への移転に伴い、事業者に対する使用許可は消滅するが、築

地市場の施設の使用を許可している場合は、原則として豊洲市場の施設の使用を許

可することとしているなど、豊洲市場で事業を営む環境は整えていること

0仮に、不利益を被る場合においても、使用指定に伴 う利益は、築地市場という本来

の行政財産に由来する内在的制約を伴つていることから、使用許可の消滅による不

利益については、受忍すべきものであり、補償を求めることはできないと考えてい

ること

5 「(5)一部の営業権組合員が内容を誤解したまま原状回復義務免除申請書を処分庁に
提出してしまつた:」 (反論書 12頁)について
申請書の撤回書を提出した事業者がいたことは認め、その余は否認する。

処分庁は、撤回書の内容が不明確であること及び印鑑不一致など書面の形式に不備が

あつたことから、撤回書を返還したものである。また、撤回書の返還後に、あらためて

撤回書を送付した事業者に対しては、原状回復に係る意思確認のため、平成 30年 10
月 10日 付け「築地市場閉場に伴 う市場施設の造作等原状回復計画書の提出について

(通知)」 (以下「10月 10日付通知」という。)において、原状回復の免除がなされな

い場合には、旧築地市場から豊洲市場への引越の調整期間の最終日である 10月 17日

の 20時までに、事業者自身により確実に原状回復を行つてもらうことになるため、1

0月 14日 までに造作等の原状回復にかかる計画書 (以下「計画書」という。)を提出

するよう依頼したものである。

6 「(6)「築地市場閉場に伴う市場施設の造作等原状回復計画書の提出について (通知)」」
(反論書 13頁)について
都が、平成 30年 10月 10日 に、請求人を含め、申請書が未提出である事業者に対し、
10月 10日付通知を送付し、事業者自身による原状回復に向け、同月 14日 までに計画

書を提出することを依頼したこと、及び、撤回書を提出した事業者のうち都に計画書を提

出した事業者がいなかつたことは認め、その余は不知ないし否認する。
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この通知は、市場施設の原状回復免除等の申請をしないということは、当該事業者は、

以前から原状回復の準備をしているとの認識の下、旧築地市場から豊洲市場への引越の調

整期間の最終日である平成 30年 10月 17日 の 20時までに確実に原状回復をするこ

とを求めたものである。

7 「(7)平 成 30年 10月 14日 の請求人代表者の電話」 (反論書 14頁 )について
請求人ムラキの代表者に都の担当者が電話したことは認め、その余は不知ないし否認す

る。詳細は後記 8頁で述べるとおりである。

8 「(8)仮 処分申立て」について (反論書 15頁 )について         ″

第 1文 (平成 30年・・仮処分を申立てた)について、「土地明け渡しを求める」を
「土地等の仮の明渡しを求める」と訂正の上認める。

第 2文 (東京地方裁判所での・・と依頼されたのみであつた)について、上記仮処分

申立事件で、請求人が営業権が侵害されたとの主張をしたこと、市場移転に伴 う損失補

償に係る東京高等裁判所の裁判例を証拠として提出したことは認め、その余は否認する。

都は、営業権侵害の主張に対し反論を行つた。また、証拠提出は正本及び副本の 2部

を提出すべきところ (民事保全規則 6条、民事訴訟規則 137条 1項 )、 請求人は 1部
しか提出せず、裁判所が写しを作成して都に交付したものである。

第 3文 (11月 5日 には・ 0と 述べるのみであつた)について、上記仮処分申立事件
の審尋で、債権者代理人が、仮処分の審理に関係のない事柄について回答する必要がな

い旨述べたことは認める。

9 「(9)平成 30年 10月 18日 、処分庁は、築地市場をロックアウ トし…できない
ようにしたのである」 (反論書 15～ 16頁 )について

引越調整期間終了後である平成 30年 10月 18日 以降は、本格的な解体工事を行 う
ため、旧築地市場への築地市場関係者以外の立入りが禁止されたことは認め、その余は

否認する。

後記 8～ 9頁で述べるとおり、都は、請求人から原状回復及び施設の返還について、

具体的な意思が示されれば、都の立会いの下で、旧築地市場への入場を認める意向はあ

った。

10 「(10)平成 30年 10月 31日付け「弁明書の提出について (通知)が・"送達
された」 (反論書 16頁 )について

認める。

11 「(11)請求人らは平成 30年 11月 8日 に処分庁に弁明書を提出した」(反論書
16頁)について
認める。

12 「(12)平成 30年 11月 22日 (木曜日)、 東京地方裁判所は…送達された」(反
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論書 16頁 )について

認める。

13 「(13)平成 30年 11月 24日 、柏原豊洲市場副場長が一人で…旨述べた」(反
論書 16頁 )について
平成 30年 11月 24日 に、都担当者が請求人店舗を訪問したことは認め、その余は否

認する。

請求人からの「(本件処分について)聴間の機会を設けてほしい」との申し出について、

本件は弁明の機会を既に設けており、制度上認められないという旨の説明を行つたもので

あり、「行政処分はしない」などと発言した事実はない。

14 「(14)平成 30年 11月 26日 (月曜日)に、執行官が仮処分執行を行つた。
…」について (反論書 16頁 )
認める。

15 「(15)平成 30年 11月 26日 、請求人に対して本件処分が出された。…」に
ついて (反論書 16頁 )
本件処分が平成 30年 11月 26日 に行われたこと、及び、処分に当たり、都担当者が

請求人の店舗を訪問したことは認め、その余は不知ないし否認する:

11月 24日 の経緯については、前記 13に記載のとおりである。

16 「(16)なお、請求人と別審理請求人杉原水産は…情報共有していた」について
((反論書 17頁 )
不知。

第2 求釈明について (「 (4)「 (6)履行催告書」の送付」((反論書 5頁)について)
請求人は、(求釈明)「請求人は、上記履行催告書を受け取つていない。処分庁が履行催告

書を送付したというのであれば、いつどのようにして送付したのかを明らかにされたい。」

として求釈明を行つているが、当該「履行催告書」は、平成 30年 10月 16日 に、配達証

明郵便により送付するとともに、翌日には豊洲市場の請求人店舗において、代表者に手渡

している。

なお、送付した当該履行催告書は、請求人の登記簿上の代表者住所に送付したところ、

宛先不明となつたため、再度、住民票上の代表者住所に送付したが、不在、保管期間経過

のため返還されている。

‐
【反論書に対する反論】

第 1 市場条例 91条は、事業者側に理由、事情がない本件には適用できない (原状回復義
務を負わない)と の主張について

1 市場条例第 91条が掲げる例示事由は全て使用者側に理由のある例示事由であるか
ら、「その他の理由」も使用者側に理由のある事由と解されるとの主張について

‐
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(1)請求人は、市場条例第 91条が掲げる、「使用者の死亡、解散若しくは廃業等又は
業務の許可の取消し」という例示事由は全て使用者側に理由のある例示事由である

から、例示事由に続く「その他の理由」もまた使用者側に理由のある事由と解され

るなどと主張する (「反論書」 17頁 )。
(2)しかしながら、市場条例第 91条は、「使用者の死亡、解散若しくは廃業等又は業
務の許可の取消しその他の理由により市場施設の使用資格が消滅したときは、相続

人、清算人、代理人又は本人は、知事の指定する期間内に自己の費用で当該施設を

原状に復して返還しなければならない。ただし、知事の承認を受けた場合は、この

限りでない。」と規定しており、使用者に起因して使用資格が消滅した場合に限られ

るものではない。例示事由が全て使用者側に理由のある事由であるから、例示に続

く「その他の理由」も使用者側に理由のある事由と解されるなどというのは、何の

根拠もなく、請求人の独自の見解に過ぎない。

(3)築地市場の閉場 (豊洲市場への移転)は、長年にわたる様々な議論や調整を経る
とともに、市場条例の改正や農林水産大臣の認可など、法令上の適正な手続きをも

つて実現したものである。仮に、本件において、市場条例第 91条が適用されない
とすれば、中央卸売市場の閉場の場合に、使用指定を受けている全ての事業者が原

状回復及び返還の義務を負わないことになり、著しく公益に反することになる。

許可が続くことが前提となつていたとの主張について

(1)請求人は、請求人と処分庁とは、3年ごとの更新により、約 50年の長期にわた
つて (使用)許可が継続してきたのであり、許可が継続されることが前提となって

いたため、期間が満了したとしても、それにより請求人の使用資格が消滅したと解

するべきではないなどと主張する (反論書 「18頁」)。

(2)しかしながら、以前から請求人への使用指定は、期間を定めて行ってきたもので

あり、許可が継続されることが前提となっていたものではない。また、築地市場が

閉場することは以前から明らかにされており、弁明書 2頁でも述べたとおり、従前

の使用指定の使用期間が満了するに当たり、「使用期間は平成 28年 4月 1日 (一

部は平成 29年 8月 1日 )から平成 31年 3月 31日 までとする。ただし、上記の

間に築地市場が閉場となった場合は、その日までとする」と、築地市場の閉場が使

用期間の終期となることは明確に示されている。このことからも、築地市場の閉場

をもつて使用資格が消滅したことは明らかである。

一方的に築地市場閉場日を終期にしたとの主張について

(1)請求人は、市場施設使用指定原状回復義務免除申請書 (「市場施設使用指定申請

書」の誤りと思われる)では、使用期間の終期が「築地市場閉場日まで」となつて

いるが、初めから処分庁によつて記載、印字されていたのであり、一方的に処分庁

が築地市場の閉場により使用を打ち切れるようにしたものであるから、期間の満了

により使用資格が消滅した場合とは言えないなどと主張する (反論書 19頁 )。

(2)しかしながら、当該市場施設使用指定申請書には、請求人の住所、法人名、代表
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者名に加え、法人としての代表者印が示されているのであるから、請求人が本件土

地の使用指定に係る申請の意思表示を「築地市場閉場日まで」という終期で行つた

ことは明白である。

(3)都は、こうした申請内容も踏まえ、「使用期間は平成 28年 4月 1日 から平成 3
1年 3月 31日 までとする。ただし、上記の間に築地市場が閉場となった場合は、

その日までとする。」との内容で使用指定を行つたものであって、何ら問題とされ

る点はなく、築地市場の閉場 (廃止)を もつて、使用期間は満了し、請求人の築地

市場の市場施設に係る使用権は喪失したものである。

(4)なお、請求人は、「新版行政法上巻全訂第二版」を引用したうえで、「公益上必要

があると認めるときは何時でも取り消すことができる」旨の附款や、その場合に原

状回復義務を課する旨の附款は例文的な附款に過ぎず、これを根拠として、無制限

に取消や原状回復を求めることはできないとの見解と、本件とを同一視して都の対

応を論難するようである。しかしながら、上記「新版行政法上巻全訂第二版」で述

べられているのは、いずれも許可や免許等について附款を根拠に取り消す場合のも

のであって、使用期間の満了により使用資格が消滅したに過ぎない本件とは、事案

が全く異なる。

第 2 処分庁が原状回復費用を補償すべき法的義務があるとの主張について
請求人は、処分庁が損失補償をしない意思を明確にしている場合にまで使用者に原状回

復義務を認めることは実質的に憲法 29条第 3項に反するもので許されないとし、処分庁
が原状回復費用を補償すべき法的義務があることについて、以下の理由を挙げている。

① 裁判例 (東京高裁平成 3年 7月 30日 )があること

② 行政庁が原状回復命令を出し得るとしても、本人に帰責事由がない場合には損失補償

が必要であることは、道路法・河川法・海岸法・都市公園法等に共通にみられる法原

則である

しかしながら、請求人の主張は、以下のとおり、独自の解釈に基づくものであつて理由

がない。

1 裁判例 (東京高裁平成 3年 7月 30日 )について
(1)請求人は、「原状回復義務免除申請書の提出を条件として、請求人に原状回復費

用負担を免除するとした処分庁の措置は違法である。よつて、原状回復義務免除申

請の提出をしたか否かに拘わらず、請求人は、処分庁に対して、原状回復にかかる

費用の補償を請求できるのである」(反論書 20頁)な どと主張した上で、その根拠
として、裁判例 (東京高裁平成 3年 7月 30日 )を挙げている。

(2)しかし、上記裁判例は、市中央卸売市場の移転に伴い新設の市場に移転すること

となつた卸売市場業者に対する入場交付金及び保証金名日での支出の適法性が争点

となった住民訴訟の事案であり、旧市場の原状回復義務やそれに基づく行政処分に

ついて判断したものではない (む しろ、事業者が旧市場の設備等を廃棄・撤去し、

新市場に移転することは当然の前提とされている)。
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(3)上記裁判例の例を、築地市場の豊洲市場への移転の場合に置き換えて言えば、都
が講じた、施設使用者の申請に基づく原状回復義務免除の措置により生じた支出や、

移転時支援策としての市場業者に対する利子補給等について、その支出の適法性が

問われたという趣旨のものであつて、本件とは事案が異なることは明らかである。

(4)中央卸売市場の移転に際し、市場業者に対して、どのような範囲でどの程度の支

援策を講じるかは、最終的には行政としての裁量に委ねられているというべきであ

るし、請求人は自らの意思で、都が講じた原状回復免除の措置の適用を受けなかっ

たのであるから、補償されることが当然とする請求人の主張に理由がないことは明

らかである。

2 本人に帰責事由がない場合には損失補償が必要であることは、共通にみられる法原則
であるとの主張について

(1)請求人は、仮に行政庁が原状回復命令を出し得るとしても、本人に帰責事由がな
い場合には損失補償が必要であることは、道路法・河川法・海岸法・都市公園法等

に共通にみられる法原則であり、本件でも同様であることは明らかなどと主張する

(反論書 22頁 )。
(2)しかしながら、請求人が例として挙げている法令の規定は、いずれも公益上やむ

を得ない必要が生じたときに、管理者は、許可等の取消や効力の停止、条件の変更、

原状回復などを命ずることができ、その場合に、損失を受けた者があるときは、そ

の者に対して通常生ずべき損失を補償しなければならない、とするものである。

(3)本件は、あらかじめ期間を定めて使用指定を行い、築地市場の閉場 (廃止)を も
うて、使用期間が満了し、請求人の使用権が喪失したものであって、請求人が挙げ

る法令のケースとは本質的に異なっている。したがつて、請求人の主張に理由はな

い 。

第 3 原状回復の先履行を強制することは法.的措置などの負担を事業者に強いる結果とな
るとの主張について

(1)請求人は、原状回復の履行と損失補償としての原状回復費用の支払の関係が同時履

行の関係にないと仮に解したとしても、本件のように、処分庁が原状回復義務を負担

しない意思を明確に示している場合まで、原状回復の先履行を強制することは、法的

措置などの負担を事業者に強いる結果となり、憲法 29条 3項などに反するなどと主

張する (反論書 23頁 )。
(2)しかしながら、請求人は自らの意思で申請書を提出しなかったのであるから、市場

条例 91条に基づく原状回復義務があることは既に述べたとおりである。また、請求

人が主張する「道路法・河川法・海岸法・都市公園法等に共通に見られる法原則」に

よつても、損失補償の時期と許可の取消等の時期との関係について何ら特別の定めが

なく、これらが同時履行の関係に立たないことは明らかである。

(3)こ の点、請求人は、法的措置などの負担を事業者に強いる結果となる、「不安の抗

弁権」は請求人にも認められるなどと述べているが、独自の見解に基づくものであっ
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て失当である。

第4 比例原則違反との主張について
1 請求人に撤去の機会を与えたとは言えないとの主張について
請求人は、処分庁が請求人に撤去の機会を与えたとは言えないなどと主張し、その理

由として以下の事由を挙げるようである (反論書 24～ 26頁 )。

①請求人 (ム ラキ代表者)が中央卸売市場の担当者との電話で、計画書の提出期限に

ついて抗議したところ、同担当者が計画書の提出が遅れても受け付けると述べたこ

とから、同代表者は、都が直ちに撤去を求めているものではないと理解した。

②上記①の対応があつたにもかかわらず、平成 30年 10月 19日 には、都は、築地
市場をロックアウトした。これにより、請求人らが自ら備品を撤去することは不可

能になつたのであるから、 10月 19日 以降は請求人に返還義務の違反はない。
しかしながら、上記請求人の主張は事実に反するものであつて、理由がない。以下、

詳述する。

(1)平成 30年 10月 14日 の電話について
ア 当該電話では、請求人代表者から、「計画書の提出を求める平成 30年 10月 1
0日 付の文書が届いたが締め切りまで時間がなく提出できない」、「期限が短く公序

良俗に反する」という趣旨の発言があつた。

イ これを受け、都担当者からは、①原状回復免除申請書の提出は、以前から期限を
区切つて (平成 30年 9月 4日 締切)繰 り返し依頼してきたことで、未だ提出がな
いということは、 10月 17日 までに、自らで行う用意があるはずであり、それを

確認するものであること、②通常であれば既に施工業者等と契約等を行つているは

ずであり、それを証明する書類があればその書類でも構わないこと、③速やかに原

状回復の免除申請書を提出するのであれば、計画書の提出は不要であること、④ l

O月 17日 までに、確実に原状回復を行うと、今、約束できるのであれば、計画書

の提出は本日 (10月
｀14日 )でなくてもよいこと、などを伝えた。

ウ しかしながら、請求人代表者からは、「自分には営業権があり、築地で営業する
権利がある」「10月 18日 以降も築地で営業を続ける」「免除申請書を提出するつ

もりはない」「また築地で営業するため、自ら原状回復をするつもりはない」とい

うた旨の主張が繰り返された。

工 これに対し、都担当者からは、①築地市場は 10月 10日 で閉場し、築地で営業
する権利はないこと、②「10月 10日 付通知」にもあるように、免除申請書が出

されず、このまま原状回復もされなければ、監督処分を行う可能性があること、③

10月 17日 までに撤去しないと請求人に不利益が被ること、といつた旨を説明し

て説得したが、議論は平行線であった。

オ 以上のような経過であつて、都が請求人に対し、直ちに撤去を求めるものではな
い旨を伝えたなどという事実はなく、請求人の主張は当たらない。

(2)平成 30年 10月 18日 以降の対応について

‐
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ア 弁明書でも述べたとおり、都は、請求人らを含めた事業者に対し、旧築地市場が
閉場となることに伴い市場施設が返還となることや、その際の原状回復等の取扱い

について丁寧に説明し、申請書の提出又は市場施設の原状回復及び返還を求めてき

た。

イ 平成 30年 10月 11日 から同月 17日 までは、旧築地市場において事業者が後
片付け等残務処理を行 う引越調整期間が設定されていたが、同月 18日 以降は関係

者以外の立入りが禁止され、本格的な解体工事が行われているが、この時点で、申

請書が提出されず、旧築地市場用地等を残置物等により占有していた事業者は、請

求人らを含めて 5者いたため、都は、この 5者を対象に、平成 30年 10月 18日

に、東京地方裁判所に対し、旧築地市場用地及び建物に係る明渡しを求める仮処分

の申立てを行つた。

ウ このうち 2者は、仮処分の申立て直後に、申請書を提出したため、その状況等を
勘案し、都は速やかに仮処分の申し立てを取り下げた。

工 また、もう1者 (東中労)からは、仮処分の審尋期日後、都に対して、旧築地市
場に残置した荷物を移設 ,撤去したいとの具体的な申し出があつた。このため、都

は、移設・撤去のための旧築地市場への入場を認めることとし、これを受け、東中

労は、同年 11月 6日 に都に対して申請書を提出するとともに、都の立会いの下、

旧築地市場に入場し、同年 11月 16日 までに残置物を移設 0撤去した。

オ 上記工からも明らかなように、都としては、請求人から原状回復や施設の返還に
、ついて、その時期や方法などの具体的な意思が示されることがあれば、都の立会い

の下で、旧築地市場への入場を認める意向はあつた。しかしながら、仮処分の申立

て以降も、請求人から、そうした意思が示されることは全くなく、かえつて、築地

市場が営業しているとの認識の下で、代表者自らが旧築地市場前で定期的な販売行

為を繰 り返すような状況であり、 11月 22日 には、東京地方裁判所から、仮処分

が認容されるに至ったのである。こうした経緯も踏まえれば、平成 30年 10月 1

9日 以降、請求人らが自ら備品を撤去することは不可能になったなどという事実は

ない。

2 原状回復を行わなければ市場の運営に支障をきたすような事情は無かつたとの主張
について

(1)請求人は、築地市場が廃止され、その施設を解体するのであるから、事業者が原状

回復を行う必要はないし、備品の撤去が必要であるとしても、市場施設の解体作業前

までに撤去すれば解体工事の工期などにも支障はなく、市場の運営に影響を与えるこ

ともない、にもかかわらず、平成 30年 10月 19日 には市場はロックアウトされ、
処分庁の主張する明渡最終期限よりも 1か月以上も前に、請求人は撤去する機会を失

ったなどと主張するなどと主張する (反論書 27頁 )。

(2)しかしながら、築地市場跡地は、都道環状第 2号線及び東京オリンピ、ック・パラリ

ンピック競技大会の車両基地が設置される予定となっているため、速やかに環状第 2

号線及び車両基地の整備に係る部分の解体工事を完了し、建設局及びオリンピック
0
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パラリンピック準備局に引き渡すことが求められていた。このため、それぞれ、平成

31年 4月 10日 及び同年 12月 10日 までの工事完了に向け、一刻も早く解体工事
に着手する必要があつた。

したがつて、旧築地市場において事業者が後片付け等残務処理を行う引越調整期間

が経過した、平成 30年 10月 18日 以降は、関係者以外の立入りを禁止し、速やか
に (同 日の 10月 18日 )解体工事に着手したものである。

(3)仮処分申立書で示した解体工事のスケジュールは、関係者以外の立入・侵入がない

など、円滑に工事を実施できる環境が維持されることが当然の前提になつているもの

であり、請求人の主張は、自らの義務違反の責任を処分庁に転嫁しようとする不当な

ものと言わぎるを得ない。

(4)また、請求人は「申請書」を提出せず、残置物は所有物である旨の貼り紙を掲示す
るなど、自ら行つた造作等について権利を放棄していないのであるから、都において

任意に撤去することはできない状況であり、このため、都は、土地及び建物の明渡を

求める仮処分を申し立てたものである。審理の結果、保全の必要性が認められ、東京

地方裁判所から仮処分が認容されており、請求人の主張に理由がないことは明らかで

ある。

第 5 本件処分は請求人らを狙い撃ちしたものであるとの主張について
1 63事 業者も処分対象となつたはずなのに請求人らのみを処分対象としたとの主張
について

(1)請求人は、申請書を撤回した事業者も備品を残置した事業者として請求人らと同

様に処分対象となるところ、一方的に申請書を撤回したものとみなして、請求人ら

のみを処分対象としたなどと主張する (反論書 29～ 30頁 )。
(2)都は、平成 30年 10月 10日 、請求人を含め、申請書の未提出者及び撤回書を
送付した者に対し、「築地市場閉場に伴 う市場施設の返還における造作等原状回復

計画書の提出について (通知 )」 (以下「10月 10日付通知」という。)を送付し、

その中で、「計画書が提出されなかつた場合及び提出された計画書に上記に記載の

事項が網羅されていない場合には、当初の原状回復義務の免除申請が有効なものと

して取り扱います」という旨を付記したところであるが、このことに対し、撤回書

を送付した者から具体的な応答があつた事実はない。

(3)そ もそも、撤回書を提出した事業者は、既に原状回復義務免除申請書を提出して

いた者であり、原状回復義務免除申請書を提出していない請求人とは全く事情が異

なるものであって、請求人らのみを対象としたとの請求人の主張に理由は無い。

申請書の提出をしなかった他の事業者への処分に関する主張について

(1)請求人は、原状回復義務免除申請書の提出しなかつた事業者は、請求人らを含め

て 5名 となったが、 1名は廃業し、 1名 は不明であつたなどと述べ、請求人らを含

めた 3名が処分を受けたが、請求人ら以外で処分を受けた東中労の処分内容は、 1

5日 間の事務所の使用禁止であり、請求人らが受けた処分により生じた損害とは比
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べ物にならなかったなどと主張するが (反論書 30頁 )、 以下のとおり、その主張に
は理由がない。

(2)弁明書でも述べたとおり、都は、請求人らを含めた事業者に対し、旧築地市場が
閉場となることに伴い市場施設が返還となることや、その際の原状回復等の取扱い

について丁寧に説明し、申請書の提出又は市場施設の原状回復及び返還を求めてき

た。

(3)申請書が提出されず、旧築地市場用地等を残置物等により占有していた事業者は、

請求人らを含めて 5者いたためt都は、この 5者を対象に、平成 30年 10月 18
日に、東京地方裁判所に対し、旧築地市場用地及び建物に係る明渡しを求める仮処

分の申立てを行った。

(4)このうち 2者は、仮処分の申立て直後に、申請書を提出したため、その状況等を

勘案し、都は速やかに仮処分の申立てを取り下げ、行政処分の対象ともしなかった

ものである。

(5)また、同じく仮処分の対象とした東中労からは、仮処分の審尋期日後、都に対し
て、旧築地市場に残置した荷物を移設 0撤去したいとの具体的な申し出があつた。

このため、都は、移設・撤去のための旧築地市場への入場を認めることとし、これ

を受け、東中労は、同年 11月 6日 に都に対して申請書を提出するとともに、同年
11月 16日 までに残置物を移設・撤去した。こうした一連の経過を踏まえ、都は、
仮処分の申立てを取り下げるとともに、東中労に対する処分は、軽減処置を適用し、

15日 間の市場施設の使用の全部停止 (事務所の使用禁止)と したものである。
(6)一方、請求人からは、仮処分の申立て以降も、原状回復や施設の返還についての

具体的な意思が示されることはなく、反省の色や情状酌量すべきものが認められな

いことから、処分として、量定区分C「市場の秩序もしくは公共の利益を害する行

為」の基準期間である30日 と決定したものである。

(7)したがって、請求人を狙い撃ちしたという請求人の主張に理由は無い。

第6 手続きの重大明白な瑕疵との主張について
1 請求人は、処分庁は、営業権の存在及び損失補償の必要性について請求人との話し合
いを持ち、法的な説明をしなければならなかつたはずであり、一片の弁明書を提出する

機会を与えただけで「弁明の機会の付与」を果たしたことになるはずはなく、十分な弁

明の機会を与えていないと主張する (反論書 30～ 31頁 )。

2 しかしながら、行政手続法に定める弁明の機会の付与とは、弁明を記載した書面 (以
下「弁明書」という。)を提出してするものとされており、その機会の付与に際し、行

政庁は、弁明書の提出期限までに相当な期間をおいて、不利益処分の名あて人となるベ

き者に対し、①予定される不利益処分の内容及び根拠となる法令の条項、②不利益処分

の原因となる事実、③弁明書の提出先及び提出期限を書面により通知しなければならな

いとされている (行政手続法第 29条及び第 30条 )。



3 都は、法令の規定に則つて、東京都行政手続法等で定められた弁明の機会を付与し、
請求人の弁明内容も踏まえたうえで、行政処分審査会等で審議を行い、あらかじめ定め

られた処分基準に従い、その量定の範囲内で処分内容を決定しているものであつて、請

求人の主張は当たらない。

以  上
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「

証拠書類の表示 (30総総法査第 1089号 )

1.証拠説明書 (平成 30年 10月 18日付)
2.陳述書 (中央卸売市場)(平成 30年 10月 18日 付)(疎甲 15号証)
3.陳述書 (中央卸売市場)(平成 30年 10月 18日 付)(疎甲 32号証)
4.履行催告書 (写 )
5。 配達証明 (書留・特定記録郵便物等受領証等)

‐
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者
　
者

権

・務

債
　
債

東  京  都

有限会社ムラキ

東京地方裁判所民事第9部 御中

書明説拠証

平成,30年 10月 18日

債権者指定代理人

同    К

同

同 ‐

同

T:|の
1欄
1彦中
太丁郎、91
,平機

松 下

｀
榎 本

石 澤

岡 田

黒 田

116・ 14

号 証 標  日 原本,写 作成年月日 作成者 立 証 趣 旨

疎甲 1 全部事項証明書

(土地)

原本 平成30年 10

月 16日

東京法:務局

登記官

債権:者が本件土地を所

‐
有していること '

疎 甲 2

の 1

写真撮影報告‐書

(築地市場の外

観)

写 し 平成 30年 10

月 17日

債権者指定

代理人

債務者が本件占地を占

有していること

-1-



「

√    “

疎 甲 2

の2

写真撮影報告書

(債務者の占有

状況)

写 し 平成 30年 10

月 17日

同上 同上

疎甲3 東京都中央卸売

市場条例 (昭和 4

6年東京都条例

第 144号)(抜

粋)

写 し 昭和 46年 12

月 1日

債権者 東京都中央卸売市場条

例の内容等 (ただし、疎

甲6の改正条例の施行

前のもの)

疎 甲

の 1

4 平成 28年度市

場施設使用指定

(許可)の更新並

びに使用料の減

額及び免除につ

いて

写 し 平成 28年 3月

15日

債権者 債務者が、東京都知事か

ら、「使用期間は平成 2

8年 4月 1日 から平成

31年 3月 31日 まで

とする。ただし、上記の

間に築地市場が開場と

なった場合は、その日ま

でとする。」との内容で

使用指定を受けたこと

疎 甲 4

の 2

市場施設の使用

指定更新につい

写 し 平成 30年 3月

7日

同上 同上

疎甲5 東京都中央卸売

市場条例の一部

を改正する条例

写 し 平成 28年 3月

31日

債権者 債務者が開設する東京

都中央卸売市場から、築

地市場を廃止し、豊洲市

…2-



(平成 28年東

京都条例第 53

号)(東京都公報

平成 28年 3月′

31日 増刊 29

〔抜粋〕)

場を新設する旨の市場

条例の改正を行ったこ

と

疎甲6 平成 30年 9月

10日付認可書

写 し 平成 30年 9月

10日    ・

農林水産大・

臣

東京都中央卸売市場の

業務規程の変更等につ

いて認可を得たこと

疎甲7 東京都中央卸売

市場条例の一部

を改正する条例

の施行期 日を定

める規則 (平成3

0年東京都規則

第 109号 )(東

京都公報平成 3

0年 9月 11日

(火曜日)増刊 8

1〔抜粋〕).

写 し 平成 30年 9月

11日

債権者 東京都中央卸売市場条

例の一部を改正する条

例 (疎甲5)の附則第 1

項に規定する同条例の

施行期日がt同規則によ

り「平成30年 10月 1

1睛とする」と定められ

ていること

疎甲8 欠番

疎甲9 欠番

疎甲

10

東京都中央卸売

市場築地市場配

置図

写 し 平成 28年 4月

1,日  、

債権者 旧市場の配置
・・構造等

-3-   ・



甲疎

　

Ｈ

′

．

東京都中央卸売

市場築地市場配

置図 (仮設卸売場

Al棟 の位置が

示されているも

の)

写 し 同上 債権者 同上

疎甲

12

「<配置図>」 と

題する書面

写 し 平成 30年 10月

16日

債権者 旧市場の建物等の解体

除去工事の工区等
'

日

Ｔ

　

　

　

　

　

、

疎

　

１３

「築地解体工事

オリパラ引渡し

期日 (案 )」 と題

する書面

写 し 平成 30年 債権者 旧市場廃止後の利用状

況等      ・

甲疎

　

１４

「3。 4工区引渡

し時期図」と題す

る書面

し写
　
　
・

平成 30年

10月 17日

債権者 同上

疎甲

15

陳述書 (中央卸売

市場)

原本 平成30年 10月

18日

東京都中央

卸売市場事

業部施設担

当課長

佐藤至

築地市場の
｀
解体工事を

速やかに実施しなけれ′

ばならない理由等

疎甲

16-1

工程表 (工事名称

築地市場 (28)

水産物部本館及

び卸売場棟解体

工事 (案)3工区)

写 じ 平成 30年 債権者 第 3工区における工程

等

_二 4-



疎甲

16-2

工程表 (工事名称

築地市場 (28)

水産物部本館及

び卸売場棟解体

工事 (案)4工区)

写 し 平成 30年 債権者 .第 4工区における工程

等

疎甲

17-1

「.築地市場の解

体工事について」

と題する書面

写 し 平成 30年 9月 債権者 築地工事の解体工事の

施工等      .

疎甲

17-2

「建築物の解体

等に係'る 石綿飛

散防止対策マニ

ュアル」

写 し 平成 26年 6月 環境省

水・大気環

境局大気環

境課

同上

甲疎

　

１８

陳述書 (建設局) 原本 平成 30年 10月

18日

東京都第一

建設事務所

環二工事課

環二工事課

和清野

長

　

天

環状二号線の整備事業

のスケジュール等

疎甲
・

19-1

平成 30ヽ年事業概

要 (抜粋)・

写 し 平成 30年 東京都第一

建設事務所
~

環状 2号線の整備事業

の内容等

疎甲

19-2

「環 状 2号 線

築地大橋整備事

業Jと題する東京

都ホームペァジ

写 し (出力日)

平成 30年 10

月 17日

債権者 築地大橋整備事業の概

要等

疎甲 「環 状 2号 線 写し . 同上 同上 豊洲大橋整備事業の概

t ・

-5…



19-3 豊洲大橋整備事

業Jと題する東京

都ホームページ
｀

要等

疎甲

19-4

「環状 2号線 (豊

洲～築地)・暫定開

通」と題する東京

都ホームページ

写 し 同上 同上 環状 2号線 (豊洲～築

地)が暫定開通したこと

疎甲

19-5

「環状第 2号線

(築地区間)平面
|

図」と題する書面

写 し 同上 . 同上 暫定迂回道路及び地上

部道路の場所等

疎甲

19-6

「環状第 2号線

。(築地区間)の整

備について」と題

する書面

写し 同上 同上 同上

疎甲 「環状第 2号線

(地上部道路)｀工

程 (案 )」 と題す

る書面

写 し 平成 30年 債権者 _ 環状第 2号線の工程等

疎甲

21〒 1

「́築地市場にお

ける土壊溶出量

調査及び土壌含

有量調査の結果

について」と題す

る東京都ホーム

ベージ、

写 し (出力日)

平成 29年

5月 25日

債権者 旧築地市場跡地の土壌

汚染の状況等   :

-6-



疎甲

21-2

「調査区画図」と

題する書面

写 し 平成 30年

8月 20日

債権者 同上

疎甲

22

陳述書 (オリンピ

ック・パラリンピ

ック準備局)

原本 平成 30年 1

月 17日

東1京都オリ

ンピック・

パラリンピ

ック準備局

大会施設部

郷係者輸送

担当課長

`

上本竜太郎

早期に本件土地が明け

渡されないと築地デポ

の整備工事の着工が遅

れ、東京2020大会の

開催に間に合わないお

それがあること

疎甲

23

輸送運営計画 V

1

写 し 平成29年 6月 組織委員会

及び東京都

IOCに 提出した輸送

運営計画において、車両

基地 (デポ)を設置する

こととされていること

疎甲

24

平昌デポ (写真) 写 し 平昌五輪におけるデポ

の状況

疎甲

25

車両基地等の調

整状況について

写 し 平成 30年 4月

頃     ,

東京 202

0オ リンピ

ック・パラ

リンピック

競技大会輸

送連絡調整

会議

築地等の都有地 7箇所

にデポを設置すること

が計画されていること

-7-



甲

　

　

　

　

ヽ

　

・

疎

　

２６

大会輸送の検討

状況について

写し 平成29年度 債権者 築地デポには、バス約8

50台、フリート (乗用

車)約 1850台を収容

する計画であり、敷地面

積は約 15。 Ohaにも

及ぶこと

.疎甲

27

築地輸送拠点整

備工程 (案 )

写 し 平成 30年 9月

19日  r

債権者 築地デポの整備スケジ

ューリレ

疎甲

28

車両コミッショ

ニング

写 し 平成30年頃 債権者等 築地デポの機能検証で

実施されるコミッショ

ニング作業の内容
~

甲疎

　

２９

バス・フリートの

オペレーション

のイメージ (BO

C、 FOC)

写 し 平成 30年頃 債権者等 築地デポの機能検証で

実施されるオペレーシ

ョンの動作確認の内容

疎甲

30_

築地車両基地で

の機能検証につ

いて

写 し 平成30年頃 債権者等 築地デポでの機能検証

のスケジュータレ

甲
　
　
・

疎

　

３‐

豊洲市場の開場

及び築地市場跡

地の東京 202

0大会の活用に

向けたスケジュ

ータレ

写 し 平成30年頃 債権者 旧築地市場全体の解体

工事が平成 32年 2月

末日に完了する予定で

あること

-8-



疎甲

32

陳述書 (中央卸売

市場)

原本 平成 30年 10月

18日    ・

東京都中央

卸売市場築

地調整担当

部長

西坂 啓之

築地市場の用地及び建

物について、債務者から

任意の明渡しが見込め

ないこと等

甲疎
　
３３

築地市場へ移譲

に伴う市場施設

の造作等の取扱

いについて (通

・知)と題する書面

写 し 平成 30年 8月

20 日

債権者 原状回復の義務の免除

について

-9- .



嫌申第
｀
メタ与証 
エ

陳 述 書

中央区築地5丁 目2番 1ヽ号所在の旧築地市場建物の早期の明渡しが必要な理由

について、以下のように陳述いたします。

平成 30'年 10月 18日

東京都中央卸売市場事業部

.施設担当課長  `佐藤  至

東京地方裁判所 御中



ｉ
⊃

第1 はじめに           ,・

私は、債権者東京都の職員であり,旧築地市場の解体工事にかかる事務を所

管している東京都中央卸売市場事業部施設担当課長の職にあります.

築地市場跡地は、東京オリンピック |パラリィビック競算大会に向け、旧築

地市場建物を解体し、平成32年 ゴ月末までに環状第2号線及び東京オリンピ

・ック
0パラリン1,ビ ック競技大会の輸送拠点 (以下「輸送拠点1といいます)が

整備される方針となっています。このため、連やかに環状第12号線や輸送拠点

の整備工事にかかる部分の解体工事を完了し、当該工事に引,き渡せるよう、関

係局と連携を図りながらt工事工程を調整してきたところです。

以下、旧集地市場解体工事の概要や、速やかに実施しなければならない事情

について陳述します。            ―  "

第2 旧築地市靖解体工事の概要について ′

1 旧築地市場の解体工事はt旧築地市場内に存在する駐車場や売場、冷蔵庫
棟というた大小様々な計155棟の建物 (総延ぺ床面積26万 11f)を解体す

るという工事です。解体の対象が非常に大規模であるとと、に:アスペスト

建材が含まれている建物が、現時点で把握しているだけで'55棟存在してお

り:慎重に工事を行う必要があることに特徴があります.

2 この工事は、第1工区から第7ェ区の7っの工区に分けて発注しており、
それぞれ別の事業者が受注しています。工1事は、旧築地市場が豊洲市場に移

転した後の、平成30年 10月 11日 に着手し、工期は平成32年 2月 28~
日までとしています。

3 このうち、債務者有限会社ムラキ、佐駒商店有限会社、有限会社杉原水産、｀

株式会社光田大政商店が占有している水産物部仲卸業者売場は第4工区、債

務者有限会社杉原水産、全労連全国一般東京中央市場労働組合が占有してい

る仮設卸売場Al棟は第3工区に該当するため、
'以
下、当該二区につき、エ

r)

-2o
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事工程や、.速やかに解体工事を実施する必要がある事情について説明します.

。第3 第4工区 (水産物部仲卸業者売場)及び第3工区 (仮設卸売場Al棟 )の

解体工事の工程等について

■ 第4工区 (水産物部仲卸業者売場)・ について

(1)第 4工区の工事の特徴について

水産仲卸業者売場は、延ぺ床面積が約38,000ポ と旧築地市場建物で
最も大きく(平屋建てで,はありまケが、高さは約12mも あります。屋根材

のスレートには、アスペストが含まれており、飛散防止のため破砕せずに、

事前清掃したうえで、散水等で湿濶させ、‐枚ずづ撃作業で取り外し、袋に

入れ、養生することが法令で求められています。  ′

(2)工事工程について

ア 水産物部仲卸業者売場は、上記のような特徴があるため、まず、建物
外側に8m程度の高さまで足場を組み、防音パネルゃシートの設置によ

‐・ り建物を養生するとともに、作業員が作業できるようにする必要があり
ます。また、1建物内部は高所作業車により作業を行うため、債務者らが

・占有している状況では、建物内の店舗の間仕切りや、残置物を撤去でき

ず、高所作業車が移動できません。

イ 足場を組み、建物内部の間仕切りや残置物等の障害物を撤去した後、
高所作業車を移動させながら、事前清掃したうえで、屋根材であるスレ

‐卜を散水等で湿潤させ、二枚ずつ手作業で取り外していきます.手作

業となるため、′この作業に最も時間を要します
`:    

ノ

ウ 屋根材を除去した後、重機にょり、鉄骨の柱や梁の躯体iを解体し、除
・去していきます。     ・          :

二 水産物蔀仲卸業者売場は、建物全体が=体の構造となつているた。め、

t r・D

‐3・



‘ヽ
，ノ
・

'倒壊や破損等を防ぐため、建物の端から順次、解体工事を行つていく必

要があります。このため、債務者有限会社ムラキらが占有している店舗

部分を除くような形で、足場の設置や、高所作業車による移動、犀根材

の除去、躯体の解体などの作業を行うことは困難です。実際には、後述

するように、「早期に引き渡す必要がある環状第2号線ニリアが含まれる.

時計台通り側から、順次、南東方向に向かつて一連の解体作業を進めて

いきます。

このため、最初の作業と,なる建物内の店舗の間仕切りや残置物の撤去

を速やかに実施しなくてはなり、ませんb

2 第3工区 (仮設卸売義A棟)の解体工事について

(1)仮設卸売場A棟は延バ床面積約li l,60｀ 0ば、鉄骨造りの4階建てで、

高さは約2omあ ります。

(2)こ の建物の解体工事については、同じ第3工区の水準物部本館の作業に

あわせて、足場や防音パネル等の仮般材を設置しず内装材■設備機器の撤

去、アスベストを含む吹付材を除去した後に、外装材を解体します。その

後、鉄骨の柱や梁、コンクリート材の本や壺等を解体していきますも   ~

第4 旧集地市織解体工事を導やか!手実施しなければならな・い事情について

1 織状第2号線工事への引き渡:し く第3二区、第4工区)

(1)第 3工区及び第4工区の■部.分は 1ヽ日築聾市場の建物解体後、1療状第2

号線が建設局により整備される予定であり、速やかに解体工事を完了し、

建設局に用地を引き渡します。このため、当該部分については、工期であ

る平成32年 2月 28日 を待つことなく、平成31年 4月 11日 には、環

状第2号線の整備工事へと用堪を引1渡す予定であり、その前日である4月

10日 までには当該部分の工事を完了させることとしています:・
 `

rD
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。(2)´これは、平成 3・ 2年 3月 には、東京オリンピン‐ク・パラリンピツク競技

大会での使用を予定している環状第2号線の地上部道路を開通させること

としており、確実な整備の実現に向け、速やかに工事に入る必要があるた

らです。

2 東京オリンピック・バラリンピック競技大会:の輸送拠点整備工事への引渡
し く第 3工区、第4工区)

(1)第 3二区め環状第 2号線整備部分を除くエリアは、旧築地市場の建物解

体後、輸送拠点が整備される予定であり、工事を所管するオリンピック 0

パラリンピック準備局 (以下「オリパラ局Jと いいます)からは、速ゃか

に解体工事を完了し、引き渡すことを求められています:こ のため、当腋

部分については、工期である平成32年 2月 28日 を待うこ.と なく、平成 ,

31年 12月 11日 には、輸送拠点の整備工事へと引渡す予定であり、そ

の前日である12月 10日 までにlt当核部分の工事を完了させることとし

ています。              °

(2)・ オリパラ局.からは、輸送拠点の整備工事の工期に余裕がないだめ、部分

的にさらに引き渡し時:期を早め (3か月ヽ半程度)、 解体工事と並行して輸

送拠点の整備工事を実施できなぃか打診を受けているところです。

(3)こ れは、平成32年 7月 からの開催が予定されている東京オリンピツク

・パラリンピ・ック競技大会に向け、平成32年 3月 までには、輸送拠点の

整備工事を完了させることが求められており、二刻も早く、輸送拠点の整

備工事に着手する必要があるためです.

第 5 結論

。 以上のことから、早期に解体工事に着手しなければ、予定された期日に、建

設局及びオ リパラ局に工事を引き渡すことができません。このため、債務者有

(D

‐ 5‐
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限会社ムラキ、佐駒商店有限会社、有限会社杉原水産、株式会社光
:田
大攻商店t

全労違全国一般東京中央市場労働組合が占有している水産物部仲卸業者売場及 ′

び仮設卸売場Al棟について、速やかに明け渡すよう求めるものです:・

以  上

(「ID

‐r       ‐6‐



球甲第 32号証

陳 述 書

中央区築地5丁 目2番 i号所在の旧築地市場の用地及び建物につぃて、債務者

らから任意の明渡しが見込めない理由につしゞて、以下のように陳述いたします。

平成 30年 10月
′
18日

東京都中央卸売市場築地調整担当部長

西 坂   啓

東京地方裁判所 御中

―
t



第1 はじめに  ' ・
   °                1

私は、債権者東京都の職員であり、現在、中央卸売市場築地調整担当部長の

1   職にあります。     :     ・         ° 11  .

1  旧集地市場の開場に係る業務については、旧彙地市場をはじ.め、僕権者であ

る東京都中央卸売市場の各部署の職員が連機して対応してきたところであり、

'     以下、そうした一連の対応を含め、横権者が債務者らに使用指定 (使用許可)
・     をしていた旧築地市場の施段につき、任意の明波じ (施設の返還)を求めてき。
・  ´ た経緯等にらぃで、陳述します。            `

つ     ‐     ‐  …      `‐
、  第2 筆地市嬌饉場に際して

'の

事黎者
^の
市攀施設返還の説明につしヽて

…     1 『策地市場糊麟説明;会」
・
の開催

。(1)平成30年 8月 20日 から28日・:こかけてt都は、旧集地市場で使用指

` 定及び使用許可を受けていた全ての事業者を対象に1閉場に際tFの手続。
・
..言等に関する説明会を計6回開催しました。この説明会の中で、事業者に

対し、1都が使用計可している市場施設を返還する場合の造作等の取扱いに

ついセ説明しております:なおミ同説明会には、後述する5者のうち、有 ,

｀
 限会社ムラキ、有限会社杉原水産、全労連・全国一般東京地本東京中央市

、 場労働組合の3煮も出席しております (佐駒商店有限会社tt株式会社光田

・大攻商店は欠席しましたが、後:日資料を送付しています).

・(2)築地市場の開場は、市場条例第91条に規定する「その他の理由により

市場施設の使用資格が消滅したときJに腋当し、市場業者は自己の費用で

市場施段の原状回復を行いI都に返轟する義務が謀せられています (条例

第91条).ただし、豊洲市場への移転に際し■は、施設使用者の負担軽
4減
を図ることlごより、円滑な市場移■を実現するため、

｀
施設使用者の申請

に基づき、条例第91条ただし書きに基づき、原状画復義務を見除するこ'

ととしています (一部の造作等を除く)。

‐ 2‐
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 ́  (3)造 作等の原状回復免除については、都知事に対する申請と、都知事の承
・認が必要であるため、・都は、この説明会で、「彙地市場閉場に伴う市場施

.機の造作等の取扱いについて (通知)1により、その必要な手続きや申請
・       書類を配布 :説明し、平成30年 8月 2.7日 ,から口年9月 4日までの間に、
°      「築地市場閉場に伴う市場施撃の返還における造作等の原状回篠集除及び
`   権利放素に関する申請書J(以下「申請書」。といいます)を無出するよう

'  '    依頼 しました。

イ :´)ィ  
ギ
  2.申精書未提出奮への性促             =         ヽ

(1)申請書の提出期限翌日の9月 6日時点で、対象事業者約 8ふ 0者中、
′
。一    約120事業者が未提出であつたため、申請書提出を催促するとともに、  '

申請書の提出がないと、́市場郷設の原状回復を使用者の費用と責任で行・
・

つていただく必要がある旨を、個別に訪問して脱萌しました。   1
(2)9月 下旬からは、上記の脱明に加え、開場後の集地は解体工事現場と,

。なり営業活動はできないことや、集地市場での営業継続ilt市場条例違皮

`     であり、豊洲:市場での業務についF監督燿分を行うことになることにう
…     ,  いて、繰 り返し丁寧に説明を行いました。その結果、■ 0・月 lo日 には、 ″

((D        
申請書を提出していない事業者は8者とな。りました。 F

3 造作等原状回犠針口書の提出について0難知 :      '
(1)申請書の提出がなぃ事業者については、、自己の費用と責任においてヽ造  1

作等め原状回復を行ちていただくことになるため、都は、10月 10日 、ヽ γ

‐     申請書が未提出である8者に対し、「築地市場閉場に伴う市場施設の返還  =
'  . にぉける造作牛原状回復計画書の提出について」を送付し、;同月14日 ま

でに造作等の原状回復にかかる計画書 (以下「丼画書」といいます)を提

.     出するこ̂と を依頼しました。その際、:計画書は、旧集地市場から豊洲市場

・ 3‐



t 
・(D

への引越の調整期間の最終日である10月 11.71の 20時までに、1東京都:

職員の立会いの下で、原状口復の完了状況を確認できる計画とすることを

′合わせて示しています.

(2)これは、市場施設の原状回復免除等の申請をしないといテことは、当霰

事業者は、以前から原状回復の準備をしている。との認識の下ヽ旧築地市場

・から豊洲市場,の引越の
"華
期間の最終日である10月 17日 の20。時ま

でに確実に原状回復をすることを求めたものです。

(3)これを受け、3者から申請書の提出があつたため、計画書の提出期限で 。

ある10月 ■,4日 時点で、申請書を提出していない事業者は、・5者となり

ました:                  `

4。「瓶行機告書」の送付         …
10月 14員時点で中請書を提出していない5者に対して

｀
は、平成30

年 1・ 0月 1・ 6日 に「履行催告書」を選付し、施設の原状回復及び返邊の機

務を
「
行するよ
・
う求めるとと。もに、履行が完了し

・
ない場合には、法令の定

めるところにより、必要な手続きを行うことになることや、履行の選延等

}こより都に発生し■構書については、別途賠償:を求めることになる旨を通

知したところですが、いまだに5`者から上記義務を履行するとの意思は示
:さ
れない状況にあります.

第3 5者との個月1の購 状況I二ついて          ,
債権者は、債務者である5者に対し、前記第7で述べたように、旧築壌市場

が閉場となることに伴い、市場施環が返還となることやその際の原状回復等の

手続き。を説明し、その後、原状回復計画書の提出依頼や履行催告書の送付を行

い、施設の返還及び原状回復について依頼してきたとこぅです。それ以外の個

別の折衝状況については、以下の通りです..           :

。‐4‐



有限会社ムラキ

9月 ユ
13日
(木 )

10月  5日
｀
(金 )

店鋪を前間.権利放棄はしない旨の意向を確認.

店舗を訪聞するも、不在 (帰宅後)。  L
その後t電話連絡.翌 0日、店鋪での面会をアポイントD

店舗を訪間し、面会。申請書が提出されない場合には、

自己の責任と費用において、原状回復する必要がある旨

店舗を訪間.申請書を提出しない旨の意向を薇撼.

東卸組合事務所において面会。申請書が提出されない

f  i/~)

。
10月  6日 (土)

'   を繰り返し丁寧

“

説明するも、豊洲市場と集地市場の両

・ =  方で営業が可能であると主張。
10月  7日 (日 )店 舗内の残置物 (照明器具、本積、、作業台、冷蔵庫ヾ
‐   ハシヨ)にt無断持ち出し厳禁、残置物は所有物である

1旨の貼り紙を確IEb.

10月 14日 (日 )・ 築地市場場長あて,通告文書を珂AXで受信。

'       ・ 10月 10日 付文書は、提出期日が14日|であり、提
出は実質的に不可能.   ・

:   `・ ス・その行為は公序良俗に反し、ユつ条理にも反する6依
・

~ ってこの文書が無効であることを確認し、この旨を伝

。   える。                ・     
・

・     ^ ・営業権組合員がこの文書を承詳したと卜ても、説明も
ないまま脅迫された結果の行為であるため、いつでも

取り消し得ることを合わせて通告する。       ・

16月 14日 (日 )造 作等原状回復計画書の提出を電語にて催促するも、
提出する意思は示されず

`

佐1購商店有限会社

9月 11日 (火 )

9月 28日 (金 )

Ｄ′↑
、
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10月  7日

10月 17日

(日 )

(水 )

場合にltI自 己の責任と費用:|おいて、

「
彙回復する必

要がある旨を繰り返しす撃に説明するも、豊洲では集地

と同じ条件で営業できないのは都の責任であり、営業を

続けられない。就職先を斡旋せよという旨を主張。

店館内の残置物 (ダンペ、帳箱、小車)ll(無断持ち

出し厳禁{残置物は所有物である旨の貼り紙を確認.・

10月 16日 :こ都から送付した『履行催告書J(平成

30年 lo■ 16日付30申洲管第36■)の趣けにつ

.いての問合せの電語が豊洲市場管理課にあり.この文書

は市場条例第91条に基づき市場施設を原状回復の上、

都に返還すべきことを催告するも9■あることを説明す

るも、。店舗内の残彗物は自己の所有物であり、撤去する

意思はなく、都において買取先を斡旋して欲しい旨を主

張。  '.

店備を訪間。申籍
:書
を提出:しない旨の意向を確認.

店舗を訪問。申請書提出について督促し、・10月 18:′

日以降残置.されている場合には、条例違反となる旨を

説明するも、債務者は集地に残る
・
旨を主張|

浩舗内の残置物 (作業台、帳箱、冷蔵庫、収容箱、シど

ぶ板)に、無断持ち出し厳禁、残置物は所有物で
・
ある

旨の貼り紙を確認.

旧築地市場内において、改めて■0月 18日以降残置 1

されている場合には、条例違反となる旨を説明
t

肴限会社杉原本産・

9月 11日
´
(火 )

10月  2日 (火 )

1:0月  7日 (日 )

10月 15日 (月 )

‐ 6ニ



株式会社光田大政商店

9月 14日 (金) 店舗を訪間.

9月 20日 (木)店 舗を訪間。

10月 2日 (火 )Ⅲ

16・H

申請書を手交。   、・・

近日中に申請書を提出する旨の意向を確

9月 28日 (金) 店舗を訪間。申請書,提出を検討中との意向を確認.
・. 債権者から、提出されない場合に|は、自己の責機と費用′
において、原状回復する必要・がある旨を説明。

0月 15日°(月 ) 豊洲市場内の店鋪において、申請書が提出されない諄
:合には、自己の責任とま用||おいて、原状回復する必要

. lがある旨を改めてp明

全労違・全国一般東京地本東京中央市場労曇組合           ・

9月 21`日 (金) 旧築地市場管理繰にて、申請書の提出についての督促
と話合いを実施.提出する意向は示されず.

「
都から、申請書の提ぃにっし,ヽ下催促するととつに、提

出されない場合にIt、 自己の責任と費用におぃて、
・
原状

回復する必要がある旨を説明するもt提出は検討するが、

豊洲市場が
―
建築基準法違反であるなどとし:移転セきな

い・Fを主張ご           ′
・
     。

債務者が豊洲市場に来庁じt.10、月10日 に債権者が

送付した原状回復の静lir書提出を依績する文書について、

承服できないことや東京都から立ち退き求められたこと

はない旨を主張する要請文を持参。■れに対し、僕権者

は、8月「20日 の開場説明会及び同日付の通知文により、

退去義務を説明しており、その後も,申晴書の提出の催促

をしたことを伝えるもご申請書提出あ意思は示 れヽず。

認

．

１

．
つ
′一

「
ノ

．

／
ｔ

(火 )
。　　　　一一一一】【一一一．

●

０１

・

‐
7‐



ｏ
「
ノ

第4 結論

以上のように、
・
都はご織務者である5者に対し、旧築地市場が閉場となるこ

とに伴い市場施段が返還となるこ′とや、:その際の原状回復等の取扱いについて

丁事に説明し、申請書の提出又は市場施設の原状回復と返還を求めてきました。

しかしな
・
がら、債務者らから中静書が提出されることはなく、現に由築島市場

・
の施設を占有しており、tれ以上t債務者1ら'と任意に折街をしていてもヽ 債務

者らが自発的に施設を原状回復し、返還することは到底見瀑めない漱況です.

以 上

r´⊃

‐ 8‐
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鰤

30中 洲管第 36号
平成 30年 10月■'6日

有限会社ムラキ 1村木 智義 殿
東京都中央区築地五丁目

'番

i号

東京都知事  小池 百合

履 行 催 告 書

平成30年 8月 20日 付け3:0中築管第411号でt築地市場閥場日までに下記施設を
原状回復め上、遺還するよう通知したとし

｀
ろですが、いまだにそめ義務が履行きれていま

す
～
。し|が,て、

上弓辱行|1専ゎ|1着手してください。  :
なおt′ 犀行が定了しない場合には、法令の定めるところにより・、必要な手続を行うこ

'と

tとなりますのでξご了承くださ` 。ヽ

また、履行の澤延等により都に発生した損害にちぃてはt^鬼り途賠償を1求めることになり

ますので、その旨申し添えます。

施設名称

〈旧)築地市場水産物部仲卸業者売場 1095、 1096t'4059、 ロニ49

鯉 当)

東京都中央卸売市場章洲市場管響課
電話  03(3520)18211

記
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書‐留・特定記録郵便物等受領証

(ご依頼主のご住所 。お名前)

資をすア、なヽ■黒 争響夕

“

省争袈
櫂
一

お届け先のお名前 お 問 い 合 わ せ 番 号 申出損害要償審 摘 要 1

/,多 ‐

'θ

―

1′ ム //イィ オ 鱗

チ l孫 様
癬犠
Tふ

Ｆ
‐

辻
ン醜
り増魏

:型 ,拶 :

嘔 農ヽ 嘉ゝ

【ご注意 l
この受領証は、損害賠償の請求をするときその他の場合
に必要ですから大切に保存してください。

損害賠御饉は原則として次のとおりです。
。一般書留 :申出損害要償額相の記入額 (上限 500F円、記入

力摯い場合は10万 円)を限度とする実損額付 。
・現金書留 :申出損害要債額欄の記入額 (上限 501円、記入が

ない場合は1万円)を曖 す

…

.

。簡易書留 :防円を限度とする実損額です。
・特定記録 :損害賠償はありません。

1配逮状況がわかりますl
フリーコール  0120-232886
インタニネット bt●〃www,postjapanpostjp 日本郵便株式会社



書留・特定記録郵便物等受領証

この受領証は、損害賠償の請求をするときそ
に必要ですから大切に保存してください。

損害賠償額は原則として次のとお|り です。
。一般書留 :申出損害要償額欄の記入額 (上瞑5CO万 円

力嗜い場合は10万円)を限盪 する実損珈
7現金書留 :申出損害要償額欄の記入額 (上限 501円、

なぃ場合は1万円沌懐度とする実け c

・簡易書留 :領円を限度とする実損額です。
・特定記録 :損害賠償はありません。

1翼違状況がわかります】
フリーコール  0120‐ 232886
インタ,ネ ット httpノ,w POs… μttjP 日本郵便株式会社


